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１．2027年３月期第１四半期の業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 1,849 2.2 303 1.4 344 2.1 262 7.8
2026年３月期第１四半期 1,809 6.3 299 28.6 337 33.9 244 36.7

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 24.34 ―
2026年３月期第１四半期 22.59 ―

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 14,556 10,993 75.5
2026年３月期 14,486 11,003 76.0

(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期 10,993百万円 2026年３月期 11,003百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 ― 0.00 ― 26.00 26.00
2027年３月期 ―
2027年３月期(予想) 0.00 ― 26.00 26.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2027年３月期の業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,690 1.0 585 △4.7 640 △4.7 430 △7.8 39.81
通期 7,600 1.6 1,300 △0.6 1,430 0.7 997 △12.8 92.29

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 11,784,000株 2026年３月期 11,784,000株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 981,451株 2026年３月期 981,450株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 10,802,550株 2026年３月期１Ｑ 10,802,550株

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 有(任意)

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P２「１．当四半期決算に関

する定性的情報」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第1四半期累計期間におけるわが国の経済は、雇用情勢・所得環境の改善の動きにより、景気は緩やかな回復基調を

取り戻しました。一方で、物価変動の影響下にあり、未だ先行き不透明な状況が続いております。

このような中で当社では、現在の様々な物価高騰および社員待遇の改善による人件費の高騰にて、2026年04月より課

外クラブの値上げを実施させて頂きました。柱となる課外クラブ会員数は減少しましたが、前年同四半期を上回ること

ができました。営業を強化し、契約園の困りごとに対応できる総合サービス企業を目指して、お客様に満足頂けるよう、

よりよい指導サービスの向上に努めてまいります。

このような事業環境を背景に、当第1四半期累計期間における売上高は、1,849百万円（前年同四半期比2.2％増）、経

常利益344百万円（前年同四半期比2.1％増）、四半期純利益262百万円（前年同四半期比7.8％増）となりました。

当第1四半期累計期間の1株当たり四半期純利益は24円34銭となりました。前第1四半期累計期間の1株当たり四半期純

利益は22円59銭、前事業年度における1株当たり当期純利益は105円86銭でした。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 幼児体育指導関連事業

正課体育指導の実施会場数は前事業年度末の1,296園から5園増加し、当第1四半期会計期間末は1,301園となりまし

た。

また当第1四半期会計期間末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,316カ所63,332名となりました。前

事業年度末における課外体育指導の実施会場数及び会員数は、1,318カ所66,971名でした。

幼児体育指導関連事業におきましては、課外クラブの値上げ効果もあり、売上高は、前年同四半期を上回ることがで

きました。一方で、セグメント利益は人件費の増加に伴い、前年同四半期を上回ることができませんでした。

その結果、幼児体育指導関連事業に係る売上高は1,752百万円（前年同四半期比2.0%増）、セグメント利益は262百万

円（前年同四半期比0.4％減）となりました。

② コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数は、前事業年度末の233件から、当第1四半期会計期間末は209件となりました。

園発展のための総合的なサポート指導、サポートを視野に入れたプランニングを実施し療育事業への支援を実施した

結果、売上高・セグメント利益共に前年同四半期を上回ることができました。

その結果、コンサルティング関連事業に係る売上高は97百万円（前年同四半期比5.7％増）、セグメント利益は41百万

円（前年同四半期比14.7％増）となりました。
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（参考）体育指導実施会場数及び会員数の動向

2025年３月期 2026年３月期 2026年３月期 2027年３月期
増減率(％)

第１四半期 第１四半期

(2025年３月末日)(2025年６月末日)(2026年３月末日)(2026年６月末日) (注)１ (注)２

幼児体育指導関連事業

正課体育指導会場数 1,279 1,286 1,296 1,301 1.2 0.4

課外体育指導会場数 1,300 1,302 1,318 1,316 1.1 △0.2

課外体育指導会員数（人） 67,955 63,928 66,971 63,332 △0.9 △5.4

コンサルティング関連事業

コンサルティング契約件数 221 231 233 209 △9.5 △10.3

(注) １. 2027年３月期第１四半期(2026年６月末日)の2026年３月期第１四半期(2025年６月末日)に対する増減率です。

２. 2027年３月期第１四半期(2026年６月末日)の2026年３月期(2026年３月末日)に対する増減率です。

（２）財政状態に関する説明

①資産・負債及び純資産の状況

（資産）

当第1四半期会計期間末における総資産残高は14,556百万円となっており、前事業年度末に対して70百万円の増加とな

りました。

流動資産については、前事業年度末に対して192百万円の減少となりました。これは主に、未収入金が117百万円、前

払費用が36百万円増加し、現金及び預金が348百万円減少したためです。

固定資産については、前事業年度末に対して262百万円の増加となりました。これは主に、投資有価証券の購入及び時

価評価により311百万円増加し、投資不動産の売却により82百万円減少したためです。

（負債）

当第1四半期会計期間末における負債残高は3,563百万円となっており、前事業年度末に対して80百万円の増加となり

ました。

流動負債については、前事業年度末に対して70百万円の増加となりました。これは主に、賞与引当金が134百万円、前

受金が123百万円増加し、未払法人税等が206百万円減少したためです。

固定負債については、前事業年度末に対して9百万円の増加となりました。これは主に、退職給付引当金が6百万円増

加したためです。

（純資産）

当第1四半期会計期間末における純資産残高は、10,993百万円となっており、前事業年度末に対して10百万円の減少と

なりました。減少の要因は、その他有価証券評価差額金が7百万円増加し、利益剰余金が17百万円減少したためです。



幼児活動研究会株式会社(2152) 2027年３月期 第１四半期決算短信

4

②キャッシュ・フローの状況

当第1四半期累計期間末における現金及び現金同等物は、前第1四半期累計期間末より589百万円増加し、9,523百万円

（前年同四半期比6.6％増）となりました。

当第1四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期累計期間における営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、130百万円の収入となりました（前年

同四半期は240百万円の収入）。これは営業利益303百万円、運転資本の変動89百万円、営業外収支37百万円、資産・負

債の変動31百万円、税金等の支出337百万円等に因るものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期累計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、200百万円の支出となりました（前年

同四半期は300百万円の支出）。これは主に、投資有価証券の取得による支出499百万円、投資有価証券の売却による収

入203百万円、投資不動産の売却による収入104百万円等に因るものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第1四半期累計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、278百万円の支出となりました（前年同

四半期は256百万円の支出）。これは、配当金の支払による支出278百万円等に因るものです。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2027年３月期の業績予想については、以下に示すとおりです。2026年５月13日に公表した数値と変更はありません。

2027年３月期の業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

通期 7,600 1,300 1,430 997 92 29

（参考）前期実績
（2026年３月期）

7,480 1,308 1,419 1,143 105 86

なお、上記の業績予想については、当社が当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2026年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,872,691 9,523,940

売掛金 261,398 266,268

商品 1,316 1,284

貯蔵品 357 3,218

その他 132,429 280,584

貸倒引当金 △767 △738

流動資産合計 10,267,427 10,074,557

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1 45,326 ※1 44,426

工具、器具及び備品（純額） 39,294 34,936

土地 236,558 236,558

有形固定資産合計 321,180 315,921

無形固定資産 59,260 56,446

投資その他の資産

投資有価証券 2,777,840 3,089,734

繰延税金資産 638,839 678,421

保険積立金 268,866 268,866

投資不動産（純額） 82,100 －

その他 71,315 72,924

投資その他の資産合計 3,838,961 4,109,947

固定資産合計 4,219,401 4,482,315

資産合計 14,486,829 14,556,873
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(単位：千円)

前事業年度
(2026年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 88,507 98,769

未払金 140,277 95,165

未払費用 65,867 79,284

未払法人税等 377,230 171,040

前受金 85,614 209,458

賞与引当金 325,895 460,131

その他 184,299 224,192

流動負債合計 1,267,692 1,338,042

固定負債

退職給付引当金 1,955,028 1,961,480

長期未払金 260,799 264,315

固定負債合計 2,215,827 2,225,795

負債合計 3,483,520 3,563,838

純資産の部

株主資本

資本金 513,360 513,360

資本剰余金

資本準備金 365,277 365,277

資本剰余金合計 365,277 365,277

利益剰余金

利益準備金 15,666 15,666

その他利益剰余金 10,729,439 10,711,520

利益剰余金合計 10,745,106 10,727,186

自己株式 △907,110 △907,111

株主資本合計 10,716,633 10,698,712

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 286,675 294,322

評価・換算差額等合計 286,675 294,322

純資産合計 11,003,308 10,993,034

負債純資産合計 14,486,829 14,556,873
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 1,809,995 1,849,046

売上原価 1,172,062 1,188,732

売上総利益 637,933 660,314

販売費及び一般管理費 338,697 356,943

営業利益 299,235 303,370

営業外収益

受取利息 ― 7,856

受取配当金 19,404 25,350

受取手数料 6,870 7,267

投資有価証券売却益 ― 4,283

その他 12,875 1,315

営業外収益合計 39,150 46,073

営業外費用

支払手数料 ― 3,890

その他 746 788

営業外費用合計 746 4,678

経常利益 337,640 344,765

特別利益

固定資産売却益 ― 27,900

特別利益合計 ― 27,900

税引前四半期純利益 337,640 372,665

法人税、住民税及び事業税 141,607 152,820

法人税等調整額 △48,000 △43,101

法人税等合計 93,607 109,718

四半期純利益 244,033 262,946
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 337,640 372,665

減価償却費 11,821 9,932

貸倒引当金の増減額（△は減少） 570 △28

受取利息及び受取配当金 △24,129 △33,206

固定資産売却益 － △27,900

投資有価証券売却損益（△は益） － △4,283

売上債権の増減額（△は増加） △21,343 △4,870

商品の増減額（△は増加） 169 32

貯蔵品の増減額（△は増加） 1,041 △2,860

その他の流動資産の増減額（△は増加） △181,315 △144,250

仕入債務の増減額（△は減少） 12,410 10,262

賞与引当金の増減額（△は減少） 130,142 134,236

退職給付引当金の増減額（△は減少） 13,639 6,452

前受金の増減額（△は減少） 122,453 129,343

未払金の増減額（△は減少） △60,597 △42,394

長期未払金の増減額（△は減少） － 3,515

未払消費税等の増減額（△は減少） 40,722 13,215

その他の流動負債の増減額（△は減少） 20,291 18,255

その他 △691 519

小計 402,823 438,636

利息及び配当金の受取額 24,129 33,206

利息の支払額 － △3,904

法人税等の支払額 △186,417 △337,171

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,536 130,766

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 － 203,521

投資有価証券の取得による支出 △300,000 △499,966

有形固定資産の取得による支出 △609 △220

無形固定資産の取得による支出 － △6,620

投資不動産の売却による収入 － 104,500

敷金及び保証金の差入による支出 － △3,026

敷金及び保証金の回収による収入 － 898

投資活動によるキャッシュ・フロー △300,609 △200,913

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △1

配当金の支払額 △256,912 △278,603

財務活動によるキャッシュ・フロー △256,912 △278,605

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △316,985 △348,751

現金及び現金同等物の期首残高 9,251,185 9,872,691

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,934,199 ※１ 9,523,940
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

該当事項はありません。

（四半期貸借対照表関係）

※１ 国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額及びその内訳は次のとおりでありま

す。

（千円）
前事業年度

(2026年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2026年６月30日)

圧縮記帳 1,179 1,179

(うち、建物附属設備) (1,179) (1,179)

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

(千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

現金及び預金 8,934,199 9,523,940

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 8,934,199 9,523,940
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 259,261 24 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月23日
定時株主総会

普通株式 280,866 26 2026年３月31日 2026年６月24日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,718,169 91,825 1,809,995

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 1,718,169 91,825 1,809,995

セグメント利益 263,388 35,847 299,235

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2026年４月１日 至 2026年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,752,016 97,030 1,849,046

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ―

計 1,752,016 97,030 1,849,046

セグメント利益 262,243 41,127 303,370

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期累計期間（自 2025年４月１日 至 2025年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

正課体育指導業務売上高 290,387 ― 290,387 ― 290,387

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 290,387 ― 290,387 ― 290,387

課外体育指導業務売上高 1,375,954 ― 1,375,954 ― 1,375,954

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 1,375,954 ― 1,375,954 ― 1,375,954

イベント企画業務売上高 23,264 ― 23,264 ― 23,264

一時点で充足される履行義務 23,264 ― 23,264 ― 23,264

一定期間にわたり充足される履行義務 ― ― ― ― ―

その他業務売上高 28,562 ― 28,562 ― 28,562

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 28,562 ― 28,562 ― 28,562

コンサルティング業務売上高 ― 91,825 91,825 ― 91,825

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 ― 91,825 91,825 ― 91,825

顧客との契約から生じる収益 1,718,169 91,825 1,809,995 ― 1,809,995

外部顧客への売上高 1,718,169 91,825 1,809,995 ― 1,809,995
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当第１四半期累計期間（自 2026年４月１日 至 2026年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
幼児体育指導
関連事業

コンサルティング
関連事業

計

正課体育指導業務売上高 294,329 ― 294,329 ― 294,329

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 294,329 ― 294,329 ― 294,329

課外体育指導業務売上高 1,412,017 ― 1,412,017 ― 1,412,017

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 1,412,017 ― 1,412,017 ― 1,412,017

イベント企画業務売上高 20,473 ― 20,473 ― 20,473

一時点で充足される履行義務 20,473 ― 20,473 ― 20,473

一定期間にわたり充足される履行義務 ― ― ― ― ―

その他業務売上高 25,195 ― 25,195 ― 25,195

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 25,195 ― 25,195 ― 25,195

コンサルティング業務売上高 ― 97,030 97,030 ― 97,030

一時点で充足される履行義務 ― ― ― ― ―

一定期間にわたり充足される履行義務 ― 97,030 97,030 ― 97,030

顧客との契約から生じる収益 1,752,016 97,030 1,849,046 ― 1,849,046

外部顧客への売上高 1,752,016 97,030 1,849,046 ― 1,849,046

（１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

１株当たり四半期純利益 22円59銭 24円34銭

（算定上の基礎）

四半期純利益(千円) 244,033 262,946

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 244,033 262,946

普通株式の期中平均株式数(千株) 10,802 10,802

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年7月30日

幼 児 活 動 研 究 会株式会社

取 締 役 会 御 中

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 崎 亮 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 瀬 哲 朗

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている幼児活動研究会株式会社の2026年4月1日から2027

年3月31日までの第55期事業年度の第1四半期会計期間（2026年4月1日から2026年6月30日まで）及び第1四半期累計期

間（2026年4月1日から2026年6月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算

書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第4条第1項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、幼児活動研究会株式会社の2026年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1四半期累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認めら

れなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定(社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に

適用される規定を含む。)に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして

いる。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び期中財務諸表に係る我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して四半期財務諸表を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必

要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び期中財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある

場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第4条第1項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して

限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手し

た証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項及び期

中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が

認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財

務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報

告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

2．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


